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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電磁誘導の相互誘導作用に基づき、１次コイルから２次コイルに電力を供給する非接触
給電装置において、
　該１次コイルおよび２次コイルは、複数本に並列化されると共に絶縁された平行導線を
、巻回中心部を円空間としつつ、同一面で渦巻き状に多数回巻回してなり、もって円状の
扁平形状をなすと共に、外径と内径との比が２：１程度に設定されており、
　かつ、該１次コイルおよび２次コイルは、巻回された複数本の該平行導線が、扁平さを
維持しつつ途中で捻回されてなり、その捻じりは、各捻じり箇所毎に、複数本相互間の位
置関係を順次１本ずつ変換して行くことにより実施されており、
　該１次コイルや２次コイルが配設される磁心コアは、平板状をなすこと、を特徴とする
非接触給電装置。
【請求項２】
　請求項１に記載した非接触給電装置おいて、該１次コイルとその該磁心コアの表面、お
よび該２次コイルとその該磁心コアの表面は、それぞれ、モールド樹脂にて被覆固定され
ると共に、該モールド樹脂中に発泡材が混入されており、
　該モールド樹脂は、該１次コイルおよび２次コイルを位置決め固定し、その機械的強度
を確保すると共に、該１次コイルおよび２次コイルのジュール熱発熱を熱伝導により放熱
する放熱機能も発揮し、
　該発泡材は、その混入によりその分だけ該モールド樹脂の量を減らして、全体重量を軽
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減する機能を発揮すること、を特徴とする非接触給電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非接触給電装置に関する。すなわち、電磁誘導の相互誘導作用に基づき、例
えば電気自動車のバッテリーを外部から非接触で充電する、非接触給電装置に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　《技術的背景》
　図４の（１）図は、この種の非接触給電装置について、その基本原理の説明に供する、
斜視説明図である。
　同図にも示したように、電磁誘導の相互誘導作用に基づき、１次コイル１から２次コイ
ル２に電力を供給する非接触給電装置３は、従来より知られており、例えば電気自動車の
バッテリー充電用に使用されている。
　すなわち、１次磁心コア４に巻回された１次コイル１が、２次磁心コア５に巻回された
２次コイル２に対峙配置され、もって、１次コイル１での磁束形成により、２次コイル２
に誘導起電力を生成して、電力を供給する。
【０００３】
　《先行技術文献情報》
　このような非接触給電装置３としては、例えば、次の特許文献１，２，３に示されたも
のが挙げられる。
【０００４】
【特許文献１】特許第３６３０４５２号公報（特願平６－２５６５０５号公報）
【特許文献２】国際公開第９２／１７９２９号
【特許文献３】国際公開第９９／０８３５９号
【０００５】
　《従来技術》
　図３は、この種従来例の説明に供し、（１）図は、１次側の平面図（２次側の平面図）
であり、（２）図は、１次側と２次側の正面図、（３）図は、１次側と２次側の側断面図
である。
　まず、この種の非接触給電装置３では、１次側Ａと２次側Ｂとが、対称構造をなす。そ
して、この種従来例の非接触給電装置３において、１次磁心コア４や２次磁心コア５は、
例えば略Ｕ字状や略Ｅ字状の凹凸形状をなすと共に、多数個が所定相互間隔で平面的に配
置されていた。そして、この１次磁心コア４や２次磁心コア５を利用して、それぞれ、そ
の凹部間に１次コイル１や２次コイル２が、全体で図示のように方形あるいは円形に巻回
されていた。
　そして、このような１次側Ａと２次側Ｂを、エアギャップＣを介して対峙配置し、１次
コイル１への励磁電流通電，磁束Ｄ形成により、２次コイル２に誘導起電力が生成され、
もって、電力が１次側Ａから２次側Ｂに供給され、２次側Ｂに接続されたバッテリーが充
電されていた。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、このような従来例については、次の問題が指摘されていた。
　《第１の問題点》
　第１に、この種従来例の非接触給電装置３については、より一層の効率化，充電効率の
向上が、望まれていた。
　例えば、この種従来例では、凹凸形状の１次，２次の磁心コア４，５が使用されていた
ので、磁束Ｄ分布が、図２の（３）図の正面説明図に示したようになる。すなわち、給電
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に際し対峙配置される１次側Ａと２次側Ｂ間のエアギャップＣ中の磁束Ｄが、極に向け湾
曲，集中するように分布するので、極付近では、磁束Ｄ密度が極めて高くなる。空気中の
磁束Ｄ密度とその起磁力とは、比例するので、高密度の分だけ大きな起磁力を要すること
になり、結局、１次コイル１について、より大きな励磁電流が必要となり、その分、ジュ
ール熱損失も多くなり、充電効率低下の一因となっていた。
　更に、充電効率低下の要因として、渦電流発生によるジュール熱損失も、指摘されてい
た。すなわち、方形に巻回された１次コイル１や２次コイル２について、図３の（１）図
では紙面に垂直な方向に、形成された交番磁束Ｄが通過することにより、その線間に、一
種の渦電流であるループ電流Ｌが流れ（後述する図２の（４）図も参照）、その分だけ、
ジュール熱損失が発生していた。
　これらにより、この種従来例の非接触給電装置３は、その充電効率が８６％程度とされ
ており、一層の省エネルギー化が望まれていた。
【０００７】
　《第２の問題点》
　第２に、この種従来例の非接触給電装置３については、更なる大ギャップ化が望まれて
いた。
　すなわち、この種従来例では、図２の（３）図を参照して前述したように、エアギャッ
プＣ中の磁束Ｄ密度が高いので、その分、大きな励磁電流を要し、多大なジュール熱損失
を招くという難点がある。これに対し、使い易さ向上のため、更にエアギャップＣを広げ
るためには、より過大な励磁電流を必要とすることになってしまう。
　結局、磁束Ｄ密度が高いこの種従来例では、エアギャップＣは５０ｍｍ程度が限界とさ
れており、大ギャップ化が切望されていた。
　すなわち、給電に際し対峙配置される１次側Ａと２次側Ｂは、その間のエアギャップＣ
が広い程、給電の為の位置決め操作が容易化される等、使い易い。これに対し、この種従
来例のように小ギャップのもとでは、給電のためのセットアップに際し、１次側Ａと２次
側Ｂ間の衝突回避に配慮する必要がある等、操作が面倒であり、大ギャップ化，より一層
の使い易さ向上が望まれていた。
【０００８】
　《第３の問題点》
　第３に、この種従来例の非接触給電装置３については、より一層の小型，軽量化が望ま
れていた。
　特に、ピックアップとも称される２次側Ｂについては、例えばマイクロバス等の電気自
動車のバッテリー充電用として常時車載されることに鑑み、小型，軽量化が切望されてい
た。これに対し、この種従来例のものは、例えばその重量が７０ｋｇ程度となっていた。
　その一因としては、この種従来例では、前述したように凹凸形状の１次，２次の磁心コ
ア４，５が用いられており、図３の（２）図，（３）図中に示したように、その凹凸分だ
け肉厚が厚くなり、大型化や重量増の一因となっていた。
　又、１次側Ａの１次コイル１，１次磁心コア４等や、２次側Ｂの２次コイル２，２次磁
心コア５等は、それぞれ、放熱や位置決め固定用のモールド樹脂で、被覆固定されていた
が（後述する図１の（２）図参照）、このモールド樹脂の重量がかさむ点も、重量増の一
因となっていた。
【０００９】
　《本発明について》
　本発明の非接触給電装置は、このような実情に鑑み、上記従来例の課題を解決すべくな
されたものである。
　そして本発明は、第１に、充電効率が向上し、第２に、大ギャップ化が実現されて、使
い易さが向上すると共に、第３に、小型，軽量化も実現される、非接触給電装置を提案す
ることを、目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
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　《請求項について》
　このような課題を解決する本発明の技術的手段は、次のとおりである。請求項１につい
ては、次のとおり。
　請求項１の非接触給電装置は、電磁誘導の相互誘導作用に基づき、１次コイルから２次
コイルに電力を供給する。そして、該１次コイルおよび２次コイルは、複数本に並列化さ
れると共に絶縁された平行導線を、巻回中心部を円空間としつつ、同一面で渦巻き状に多
数回巻回してなり、もって円状の扁平形状をなすと共に、外径と内径との比が２：１程度
に設定されている。
　かつ、該１次コイルおよび２次コイルは、巻回された複数本の該平行導線が、扁平さを
維持しつつ途中で捻回されてなり、その捻じりは、各捻じり箇所毎に、複数本相互間の位
置関係を順次１本ずつ変換して行くことにより実施されている。
　又、該１次コイルや２次コイルが配設される磁心コアは、平板状をなすこと、を特徴と
する。
　請求項２については、次のとおり。請求項２の非接触給電装置は、請求項１において、
該１次コイルとその該磁心コアの表面、および該２次コイルとその該磁心コアの表面は、
それぞれ、モールド樹脂にて被覆固定されると共に、該モールド樹脂中に発泡材が混入さ
れている。
　そして該モールド樹脂は、該１次コイルおよび２次コイルを位置決め固定し、その機械
的強度を確保すると共に、該１次コイルおよび２次コイルのジュール熱発熱を熱伝導によ
り放熱する放熱機能も発揮する。
　又、該発泡材は、その混入によりその分だけ該モールド樹脂の量を減らして、全体重量
を軽減する機能を発揮すること、を特徴とする。
【００１１】
　《作用等について》
　本発明は、このような手段よりなるので、次のようになる。
　（１）この非接触給電装置では、給電に際し、１次側と２次側がエアギャップを存して
対峙配置される。
　（２）そして、１次コイルに励磁電流が流されると、磁束が形成され、磁路が１次コイ
ルと２次コイル間に形成されて、２次コイルに起電力が生成される。
　（３）このようにして、電磁誘導の相互誘導作用により、電力が１次側から２次側に供
給される。
　（４）さて、この非接触給電装置では、平板状の磁心コアと扁平渦巻き状のコイルが、
組合わせて採用されている。そこで給電に際し、エアギャップ中において、磁束が平行，
一様，疎に分布するようになり、磁束密度が低くなるので、磁束形成用の起磁力そして励
磁電流が小さくて済み、ジュール熱損失も低減される。
　（５）これに加え、コイルの複数本の平行導線が、各捻じり箇所毎に相互間の位置関係
を順次１本ずつ変換すべく、途中で捻回されているので、一種の渦電流であるループ電流
の起電力が相殺され、もって、ループ電流そしてジュール熱損失が低減される。
　（６）この非接触給電装置は、上述したように、磁束密度が低く、起磁力そして励磁電
流が小さくで済むので、エアギャップを、その分だけ広く設定可能である。
　（７）これに加え、巻回されたコイルについて、外径と内径との比が２：１程度とされ
ているので、高い結合係数が得られ、エアギャップを広くしても、強力な電磁結合が保持
される。
　（８）更に、この非接触給電装置は、平板状の磁心コアと扁平なコイルとを採用したの
で、１次側，２次側共に肉厚が薄く、その分だけ小型，軽量化される
　（９）又、軽量化は、１次側，２次側のモールド樹脂中に、発泡材が混入されているの
で、一段と促進される。
　（１０）さてそこで、本発明の非接触給電装置は、次の効果を発揮する。
【発明の効果】
【００１２】
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　《第１の効果》
　第１に、充電効率が向上する。すなわち、本発明の非接触給電装置は、平板状の磁心コ
アと扁平渦巻き状のコイルとを組合わせて採用したので、形成される磁束密度が低い。
　もって、磁束形成用の起磁力そして励磁電流が小さくて済み、ジュール熱損失も低減さ
れる等により、高効率化が実現される。
　前述したこの種従来例、つまり凹凸形状の磁心コアにコイルを巻回していた従来例に比
し、磁束密度が低いので、その分、充電効率が向上し省エネルギー化が達成される。
　更にこれに加え、コイルが途中で各捻じり箇所毎に捻回されているので、ループ電流の
起電力が相殺される。もって、ループ電流が低減されるので、この面からもジュール熱損
失が低減される。
【００１３】
　《第２の効果》
　第２に、大ギャップ化が実現され、使い易さが向上する。すなわち、本発明の非接触給
電装置は、平板状の磁心コアと扁平渦巻き状のコイルを採用したことにより、エアギャッ
プ中の磁束密度が低い。
　そして磁束密度が低いので、１次側と２次側間のエアギャップを、使い易さ向上のため
、より広く設定可能である。例えば、凹凸形状の磁心コアにコイルを巻回していた従来例
に比し、磁束密度が疎化されるので、その分、エアギャップを広く設定することが可能と
なる。
　このように大ギャップ化が実現されるので、給電に際し対峙位置される１次側と２次側
間について、位置決め操作が容易であり、衝突回避の配慮も軽減される等、使い易さが向
上する。
　更にこれに加え、平行導線が巻回されたコイルの外径と内径との比が、２：１程度に設
定されているので、１次コイルと２次コイル間の結合係数が高い値となる。もって、両者
間のエアギャップを広くとっても、両者間について電磁結合が強力に保持されるようにな
る。
【００１４】
　《第３の効果》
　第３に、小型，軽量化も実現される。すなわち、本発明の非接触給電装置は、平板状磁
心コアと扁平コイルを採用したことにより、凹凸形状の磁心コアにコイルを巻回していた
従来例に比し、肉厚が半減され重量が軽減される。更に、放熱や位置決め固定用のモール
ド樹脂中に、発泡材が混入されているので、その分の重量も軽減される。
　これらにより、２次側つまりピックアップの重量が、この種従来例の半分程度となる。
そしてピックアップは、例えばマイクロバスその他の電気自動車のバッテリー充電用とし
て、常時車載されることに鑑み、このような小型，軽量化の意義は大きい。
　このように、この種従来例に存した課題がすべて解決される等、本発明の発揮する効果
は、顕著にして大なるものがある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　《図面について》
　以下、本発明の非接触給電装置を、図面に示した発明を実施するための最良の形態に基
づいて、詳細に説明する。
　図１および図２は、本発明を実施するための最良の形態の説明に供する。そして、図１
の（１）図は、１次側の平断面図（２次側の平断面図）であり、（２）図は、１次側（２
次側）の正（側）断面図である。
　図２の（１）図は、電磁結合の正（側）断面説明図、（２）図は、磁束分布の正面説明
図、（４）図は、渦電流の平面説明図、（５）図は、捻じりコイルの平面説明図である。
図４の（２）図は、非接触給電装置の適用例のブロック図である。
【００１６】
　《非接触給電装置６の概要について》
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　まず、図２の（１）図，図４の（２）図等を参照して、非接触給電装置６について概説
する。
　非接触給電装置６において、電磁誘導の相互誘導作用に基づき電力を供給する一般構成
は、公知公用である。すなわち、給電時に近接対峙配置された１次側Ｆの１次コイル７と
２次側Ｇの２次コイル８との間で、１次コイル７での磁束Ｄ形成により、２次コイル８に
誘導起電力を生成させて、１次コイル７から２次コイル８に電力を送る点は、公知公用で
ある。
　そして、図４の（２）図の代表例に示したように、外部地上側の電源９の電源盤に接続
された給電側，１次側Ｆが、マイクロバスその他の電気自動車や電車に車載された受電側
，２次側Ｇに対し、給電時において、物理的接続なしに空隙空間であるエアギャップＣを
介して対峙配置され、もって電力が送られる。
　２次側Ｇは、例えば車載のバッテリー１０に接続されており、給電により充電されたバ
ッテリー１０にて、そのモータ１１が駆動される。なお１２は、給電用の通信制御装置で
ある。
【００１７】
　上述した電磁誘導の相互誘導作用については、次のとおり。１次側Ｆの１次コイル７と
２次側Ｇの２次コイル８とを、非接触で対峙配置して、１次コイル７に交流を励磁電流と
して通電すると、電流に比例した磁界がその軸上に生じ、磁束Ｄが直角方向に環状に形成
される。そして、このように形成され変化する磁束Ｄが、２次コイル８を貫き鎖交するこ
とにより、２次コイル８に起電力が生成される。
　このように、磁場を形成し磁界を利用して電力を送る１次コイル７と２次コイル８の両
回路は、図２の（１）図に示したように、磁束Ｄの磁路が形成され電磁結合されており、
相互間の結合係数の高低は、１次，２次のコイル７，８の位置，形状，寸法，エアギャッ
プＣの距離寸法，磁束Ｄの漏洩量等によって、変化する。
　非接触給電装置６の概要は、このようになっている。
【００１８】
　《１次側Ｆや２次側Ｇの構造について》
　次に、図１，図２の（１）図を参照して、１次側Ｆや２次側Ｇの対称構造や内部構造に
ついて、説明する。
　まず非接触給電装置６は、図２の（１）図に示したように、この種従来例と同様、１次
側Ｆと２次側Ｇとが、給電時において上下等で対称の同一構造をなす。すなわち非接触給
電装置６は、１次側Ｆが１次コイル７，１次磁心コア１３，背板１５，カバー１６等を備
え、２次側Ｇが、２次コイル８，２次磁心コア１４，背板１５，カバー１６等を備えてい
る。
　そして、１次側Ｆと２次側Ｇとは、給電時に例えば上下対峙配置された場合、上下対称
の同一構造をなす。それぞれ、対称面の内側から外側に向け、カバー１６，１次コイル７
（２次コイル８），１次磁心コア１３（２次磁心コア１４），背板１５の順に配されてい
る。
【００１９】
　又、１次側Ｆおよび２次側Ｇの内部構造については、次のとおり。１次側Ｆの１次コイ
ル７と１次磁心コア１３の表面、および２次コイル８と２次磁心コア１４の表面は、それ
ぞれ、モールド樹脂１７にて被覆固定されている。
　すなわち、図１の（２）図に示した例では、１次側Ｆ，２次側Ｇ共に、背板１５とカバ
ー１６間にモールド樹脂１７が充填され、もって、内部の１次，２次コイル７，８、更に
は１次，２次磁心コア１３，１４の表面が、被覆固定されている。
　モールド樹脂１７は、例えばシリコン樹脂製よりなり、このように内部を固めることに
より、１次，２次コイル７，８を位置決め固定し、その機械的強度を確保すると共に、放
熱機能も発揮する。すなわち、１次，２次コイル７，８は、励磁電流が流れジュール熱に
より発熱するが、モールド樹脂１７の熱伝導により放熱され、冷却される。
【００２０】
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　又、このようなモールド樹脂１７中には、発泡材１８が混入され埋め込まれている。発
泡材１８は、例えば発泡スチロール，その他の発泡プラスチック製よりなり、モールド樹
脂１７の量を減らして軽量化を図るべく使用される。
　図示例では、このような発泡材１８が、１次，２次コイル７，８の内側と外側とに、大
小の円環鍔状に周設されているが、図示例によらず、発泡材１８の小片群をモールド樹脂
１７中に混入してもよい。
　１次側Ｆや２次側Ｇの構造は、このようになっている。
【００２１】
　《１次，２次コイル７，８や、１次，２次磁心コア１３，１４について》
　次に、図１，図２を参照して、１次，２次コイル７，８、および１次，２次磁心コア１
３，１４について説明する。
　１次コイル７および２次コイル８は、導線を同一面で扁平に渦巻き巻回した構造よりな
る。１次コイル７や２次コイル８が配設される１次磁心コア１３や２次磁心コア１４は、
平板状をなす。
【００２２】
　これらについて、更に詳述する。まず、１次，２次磁心コア１３，１４は、フェライト
製，固化砂鉄製，その他の鉄性材料製のものが代表的であり、透磁率が大の強磁性体より
なり、磁束Ｄの強力化機能やガイド機能を発揮する。すなわち、１次，２次コイル７，８
間インダクタンスを増し、相互間の電磁的結合を強化すると共に、形成された磁束Ｄを、
誘導，収集して，方向付けるべく機能する。
　そして、この１次，２次磁心コア１３，１４は、図１に示したように、凹凸のないフラ
ットな平板状をなす。もって、図２の（２）図に示したように、１次側Ｆと２次側Ｇ間に
おいて、極が点在，偏在せず全体化，均一化し、もって形成される磁路の磁束Ｄ分布が平
行，一様となり、磁束Ｄの偏在，集中が回避されるようになる（この種従来例に関する図
２の（３）図と、比較対照）。
【００２３】
　これに対応し、１次，２次コイル７，８は、同一平面で渦巻き状に巻回され、もって円
状の扁平形状をなす。
　すなわち図１に示したように、１次，２次コイル７，８は、ジュール熱損失を低減すべ
く複数本に並列化されると共に、絶縁された平行導線を、巻回中心部を円空間Ｈとしつつ
、渦巻き状に多数回巻回してなり、もって、全体が円環フランジ状，肉厚の薄い扁平状を
なす。そして、このような１次，２次コイル７，８が、それぞれ、対応する１次，２次磁
心コア１３，１４の対称前面側に、近接配設されている。図示例では、当接配設されてい
る。
　又、図１の（１）図中に示したように、このように巻回された１次，２次コイル７，８
の外径Ｊと内径Ｋとの比は、２：１程度に設定されており、このような設定により、１次
，２次コイル７，８間の結合係数が高い値となる。この点は、実験によっても裏付けられ
ている。
　もって、１次，２次コイル７，８間の電磁的結合が、例え両者間のエアギャップＣを広
く取っても、強力に保持されるようになる。
【００２４】
　更に、このように巻回された１次，２次コイル７，８は、一定ピッチ間隔で捻じられて
いる。すなわち、巻回された１次，２次コイル７，８については、図２の（４）図に示し
たように、紙面に垂直な方向に交番磁束Ｄ（励磁電流の交流に対応して変化を伴い交番形
成される磁束Ｄ）が通過すると、線間に一種の渦電流である環状のループ電流Ｌが誘起さ
れて流れ、もってジュール熱損失の原因となる。
　そこで、この１次，２次コイル７，８にあっては、図２の（５）図に示したように、巻
回された複数本の平行導線が、扁平さを維持しつつ、途中で一定ピッチ間隔で捻回されて
いる。すなわち、各捻じり箇所Ｍ毎に、複数本ｍ本相互間の位置関係を、順次１本ずつ変
換して行き、ｍ回の捻じりにより元の位置関係に戻るように、捻回が実施されている。捻
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じり箇所Ｍは、巻回１周当たり例えば５～６個のピッチで形成される。
　このような捻回により、ループ電流Ｌの起電力が相殺され、ループ電流Ｌそしてジュー
ル熱損失が、大幅に低減される。
　１次，２次コイル７，８、および１次，２次磁心コア１３，１４は、このようになって
いる。
【００２５】
　《作用等》
　本発明の非接触給電装置６は、以上説明したように構成されている。そこで、以下のよ
うになる。
　（１）この非接触給電装置６では、給電に際し、１次コイル７，１次磁心コア１３等を
備えた給電側つまり１次側Ｆと、２次コイル８，２次磁心コア１４等を備えた受電側つま
り２次側Ｇとが、エアギャップＣを存して対峙配置される。
【００２６】
　（２）そして、１次側Ｆの１次コイル７に、励磁電流として交流が通電されると、磁束
Ｄが形成される（図２の（１）図を参照）。
　もって、この磁束Ｄの磁路が、１次側Ｆの１次コイル７と、２次側Ｇの２次コイル８間
に、形成される。１次コイル７と２次コイル８は、両回路間が電磁結合され、両者間に磁
場が形成されて、２次コイル８を磁束Ｄが貫き、２次コイル８に起電力が生成される。
【００２７】
　（３）この非接触給電装置６では、このようにして、電磁誘導の相互誘導作用により、
電力が１次側Ｆから２次側Ｇに供給される。
　すなわち電力が、外部の電源９、そしてこれに接続された１次側Ｆから供給され、２次
側Ｇにて取出されて、これに接続されたバッテリー１０を充電する（図４の（２）図を参
照）。
【００２８】
　（４）さてそこで、この非接触給電装置６にあっては、次のようになる。まず、この非
接触給電装置６では、平板状の１次，２次磁心コア１３，１４と、扁平渦巻き巻回された
１次，２次コイル７，８とが、組合わせて採用されている。
　そこで、給電に際し対峙配置された１次側Ｆと２次側Ｇ間のエアギャップＣ中の磁路に
おいて、磁束Ｄが平行，一様，疎に分布するようになり、磁束Ｄ密度が低くなる（図２の
（２）図と、この種従来例に関する図２の（３）図とを、比較対照）。
　空気中の磁束Ｄ密度と、その磁束Ｄを形成させる起磁力とは、比例関係にあるので、こ
のように磁束Ｄ密度が低いことにより、磁束Ｄ形成用の起磁力そして励磁電流が小さくて
済み、回路のジュール熱損失もその分低減される。
　そこで例えば、同じ密度の磁束Ｄが形成される場合は、本発明の方が前述したこの種従
来例より、はるかに小さな起磁力，励磁電流，ジュール熱損失で済むようになる。
【００２９】
　（５）更にこの点は、この非接触給電装置６の１次，２次コイル７，８を、一定の捻じ
り箇所Ｍで捻回しておくことによって、一段と促進される（図２の（５）図を参照）。
　すなわち、このような捻回により、一種の渦電流であるループ電流Ｌ（図２の（４）図
を参照）について、その起電力が相殺され、もって、ループ電流Ｌそしてジュール熱損失
が、大幅に低減されるようになる。
　例えば、このような上記（４），（５）の点に基づき、この非接触給電装置６は、充電
効率が、前述したこの種従来例の８６％に対し、９２％程度まで高効率化される。
【００３０】
　（６）又、この非接触給電装置６は、平板状の１次，２次磁心コア１３，１４と、扁平
渦巻き状の１次，２次コイル７，８とを、組合わせて採用したので、上述したように、磁
束Ｄの密度が低く、磁束Ｄを形成する起磁力，励磁電流が小さくて済む。
　そこで、１次，２次コイル７，８間のエアギャップＣを、その分だけ広く設定すること
が可能となる。例えば、同じ値の励磁電流の場合、本発明の方が前述したこの種従来例よ
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り、エアギャップＣをより広く設定することが可能となり、エアギャップＣが５０ｍｍ程
度であったこの種従来例に比し、エアギャップＣを１００ｍｍに倍増可能となる。
【００３１】
　（７）なおこの点は、渦巻き巻回されたこの非接触給電装置６の１次，２次コイル７，
８について、その外径Ｊと内径Ｋとの比を、２：１程度としておくことによって、フォロ
ーされる。
　すなわち、これにより１次，２次コイル７，８間について、高い結合係数が得られるの
で、エアギャップＣを広くしても、両者間の強力な電磁結合が維持される。
【００３２】
　（８）更に、この非接触給電装置６は、平板状の１次，２次磁心コア１３，１４と、扁
平な１次，２次コイル７，８とを採用したので、１次側Ｆ，２次側Ｇ共に、その肉厚Ｅが
薄く、その分だけ小型，軽量化される（図１の（２）図と、この種従来例に関する図３の
（２）図，（３）図とを、比較対照）。肉厚Ｅは、前述したこの種従来例に比し、半減さ
れる。
【００３３】
　（９）又、このような非接触給電装置６の軽量化は、１次側Ｆ，２次側Ｇのモールド樹
脂１７中に、発泡材１８を混入しておくことにより（図１を参照）、更に促進される。す
なわち、発泡材１８を混入した分だけ、モールド樹脂１７の充填量が減らされ、もって一
段と軽量化が進むようになる。
　例えば、このような上記（８），（９）の点に基づき、この非接触給電装置６は、２次
側Ｂつまりピックアップの重量が、前述したこの種従来例の７０ｋｇ程度に対し、３５ｋ
ｇ程度と半減される。
【００３４】
　《その他》
　なお、図示例等に基づき以上説明したところによれば、１次コイル７および２次コイル
８は、共に、同一面で扁平に渦巻き巻回された構造よりなり、かつ、このような１次コイ
ル７や２次コイル８が配設される１次磁心コア１３や２次磁心コア１４は、共に、平板状
をなした構造よりなっていた。
　しかしながら、非接触給電装置６については、このような構成によらず、次のような構
成も考えられる。
　すなわち、１次コイル７又は２次コイル８のいずれか一方側のみ、例えば１次コイル７
のみを、上述した同一面で扁平に渦巻き巻回された構造とし、かつ、それが配設される一
方側の１次磁心コア１３又は２次磁心コア１４のみを、平板状の構造とした構成が考えら
れる。この場合には、このような構造，構成が採用されない他方側は、前述したこの種従
来例の１次コイル１又は２次コイル２や、凹凸形状をなす１次磁心コア４又は２次磁心コ
ア５を、使用可能である。
　このような構成例として、代表的には、同一平面で扁平に渦巻き巻回された構造の１次
コイル７と、平板状をなす構造の１次磁心コア１３とを、１次側として採用した構成の非
接触給電装置６が、考えられる。
　この場合には、このような１次側は、単独かつ２次側とは別体の構成として、成立、適
用可能である。
　そして、このような非接触給電装置６について、その機能，作用，効果等については、
図示例等に基づき前述した所が、準用される。
　このように、本発明思想のより広い適用も、考えられる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明に係る非接触給電装置について、発明を実施するための最良の形態の説明
に供し、（１）図は、１次側の平断面図（２次側の平断面図）であり、（２）図は、１次
側（２次側）の正（側）断面図である。
【図２】同発明を実施するための最良の形態の説明に供し、（１）図は、電磁結合の正（
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、（５）図は、捻じりコイルの平面説明図である。なお（３）図は、この種従来例の磁束
分布の正面説明図である。
【図３】この種従来例の説明に供し、（１）図は、１次側の平面図（２次側の平面図）で
あり、（２）図は、１次側と２次側の正面図、（３）図は、１次側と２次側の側断面図で
ある。
【図４】非接触給電装置の説明に供し、（１）図は、基本原理の斜視説明図であり、（２
）図は、適用例のブロック図である。
【符号の説明】
【００３６】
　　１　１次コイル（従来例）
　　２　２次コイル（従来例）
　　３　非接触給電装置（従来例）
　　４　１次磁心コア（従来例）
　　５　２次磁心コア（従来例）
　　６　非接触給電装置（本発明）
　　７　１次コイル（本発明）
　　８　２次コイル（本発明）
　　９　電源
　１０　バッテリー
　１１　モータ
　１２　通信制御装置
　１３　１次磁心コア（本発明）
　１４　２次磁心コア（本発明）
　１５　背板
　１６　カバー
　１７　モールド樹脂
　１８　発泡材
　　Ａ　１次側（従来例）
　　Ｂ　２次側（従来例）
　　Ｃ　エアギャップ
　　Ｄ　磁束
　　Ｅ　肉厚
　　Ｆ　１次側（本発明）
　　Ｇ　２次側（本発明）
　　Ｈ　円空間
　　Ｊ　外径
　　Ｋ　内径
　　Ｌ　ループ電流
　　Ｍ　捻じり箇所
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